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予備調査の主な内容

１．産官学連携ネットワークの構築と協議会の開催

２．⼭⼝県内の職業訓練施設の聞き取り調査

３．専⾨⼯事業団体への⼈材確保育成に係る調査

４．先進県の職業訓練施設への視察





１．産官学連携ネットワークの構築と
協議会の開催

平成２６年４⽉
「⼭⼝県地域を⽀える
建設産業担い⼿確保・育成協議会」設⽴済み







１．産官学連携ネットワークの構築と協議会の開催

平成２７年１１⽉
「⼭⼝県地域を⽀える
建設産業担い⼿確保・育成協議会」内に

教育訓練体系構築の「専⾨部会」を設置

※新メンバーとしてポリテクセンター⼭⼝を加える





２．⼭⼝県内の職業訓練施設の聞き取り調査

①⼭⼝職業能⼒開発促進センター
（ポリテクセンター⼭⼝）



①⼭⼝職業能⼒開発促進センター
（ポリテクセンター⼭⼝）

・建設系訓練コースの現状等を聞き取り
・訓練⽤設備、実習⾵景を視察



①⼭⼝職業能⼒開発促進センターでの成果
（ポリテクセンター⼭⼝）

・訓練施設の貸出を了承
・新規の建設系訓練はオーダーメイド型で協⼒を了承



２．⼭⼝県内の職業訓練施設の聞き取り調査

②⼭⼝県⽴⻄部⾼等産業技術学校



・建設系訓練コースの現状等を聞き取り
・訓練⽤設備、実習⾵景を視察

②⼭⼝県⽴⻄部⾼等産業技術学校



②⼭⼝県⽴⻄部⾼等産業技術学校での成果

・訓練施設の貸出を了承
・新規の建設系訓練はオーダーメイド型で協⼒を了承



３．専⾨⼯事業団体への⼈材確保育成に係る調査

専⾨⼯事業２団体の会員企業及び個⼈を対象に実施

①⼭⼝県鳶⼯業連合会

②⼭⼝県鉄筋⼯業協同組合



①⼭⼝県鳶⼯業連合会への調査（企業編）
（会員数３７社のうち回答数２０社）

1．平成２８年度新規求⼈（正規社員）の予定数

・あり → ２０社中１３社（６５％）
鳶⼯の求⼈総数３２⼈

・なし → ２０社中７社（３５％）



①⼭⼝県鳶⼯業連合会への調査（企業編）
（会員数３７社のうち回答数２０社）

2．⾒習い等から正社員にしたい⼈はいるか？

・い る → ２０社中２社（１０％）
正社員への転換総数１１⼈

・いない → ２０社中１８社（９０％）



①⼭⼝県鳶⼯業連合会への調査（企業編）
（会員数３７社のうち回答数２０社）

3．訓練の講師（実技・座学）として
推薦可能な現役⼜はＯＢの⽅がいるか？

・い る → ２０社中２社（１０％）
推薦できる講師数２⼈

・いない → ２０社中１８社（９０％）



①⼭⼝県鳶⼯業連合会への調査（個⼈編）

1．仕事に就いたきっかけ

・親から世襲した →１１％
・親や知⼈の紹介で就職 →５６％
・学校（先⽣等）の紹介 →２２％
・職業訓練校等から斡旋 → ０％
・ハローワークを通じて → ０％
・別分野からの転職 →１１％
・その他 → ０％



①⼭⼝県鳶⼯業連合会への調査（個⼈編）

2．技能訓練を受けた場所等について

・会社（現場）で訓練 →１００％
・職業訓練校等の公的団体で訓練→ ０％
・建設業団体等の⺠間団体で訓練→ ０％
・その他 → ０％



①⼭⼝県鳶⼯業連合会への調査（個⼈編）

3．⼈材確保・育成のために
講師として協⼒可能か？

・実技・座学とも協⼒可能 → ０⼈
・実技のみ協⼒可能 → ２⼈
・座学のみ協⼒可能 → ０⼈



②⼭⼝県鉄筋⼯業協同組合への調査（企業編）
（会員数９社のうち回答数６社）

1．平成２８年度新規求⼈（正規社員）の予定数

・あり → ６社中３社（５０％）
鉄筋⼯の求⼈総数８⼈

・なし → ６社中３社（５０％）



②⼭⼝県鉄筋⼯業協同組合への調査（企業編）
（会員数９社のうち回答数６社）

2．⾒習い等から正社員にしたい⽅はいるか？

・い る → ６社中０社（０％）
正社員への転換総数０⼈

・いない → ６社中６社（１００％）



②⼭⼝県鉄筋⼯業協同組合への調査（企業編）
（会員数９社のうち回答数６社）

3．訓練の講師（実技・座学）として
推薦可能な現役⼜はＯＢの⽅がいるか？

・い る → ９社中１社（１１％）
推薦できる講師数１⼈

・いない → ９社中８社（８９％）



②⼭⼝県鉄筋⼯業協同組合への調査（個⼈編）

1．仕事に就いたきっかけ

・親から世襲した → ０％
・親や知⼈の紹介で就職 → ０％
・学校（先⽣等）の紹介 →８３％
・職業訓練校等から斡旋 → ０％
・ハローワークを通じて →１７％
・別分野からの転職 → ０％
・その他 → ０％



②⼭⼝県鉄筋⼯業協同組合への調査（個⼈編）

2．技能訓練を受けた場所等について

・会社（現場）で訓練 →１００％
・職業訓練校等の公的団体で訓練→ ０％
・建設業団体等の⺠間団体で訓練→ ０％
・その他 → ０％



②⼭⼝県鉄筋⼯業協同組合への調査（個⼈編）

3．⼈材確保・育成のために
講師として協⼒可能か？

・実技・座学とも協⼒可能 → 2⼈
・実技のみ協⼒可能 → 2⼈
・座学のみ協⼒可能 → ０％



４．先進県の職業訓練施設への視察

①富⼠教育訓練センター(静岡県)

②三⽥建設技能研修センター（兵庫県）

「専⾨部会」７団体から５団体１０名が参加
⼭⼝県⼟⽊建築部・⼭⼝県⽴⻄部⾼等産業技術学校
（⼀社）⼭⼝県建設業協会・⼭⼝県鳶⼯業連合会
⼭⼝県鉄筋⼯業協同組合



①富⼠教育訓練センター(静岡県)



①富⼠教育訓練センターでの成果

・⼭⼝県で不⾜している訓練講師の問題について

県外派遣（出前講座）
講師養成講座

協⼒を了承



②三⽥建設技能研修センター（兵庫県）



①三⽥建設技能研修センターでの成果

・⼭⼝県での若年⼊職促進対策について

内定者・新⼊社員
訓練⽣等の受⼊れ

協⼒を了承



今後の取組みと課題①

これまでの活動の集⼤成として、

「専⾨部会」協議会（2⽉23⽇開催予定）において

予備調査から本事業に移⾏するかどうかを最終協議。



今後の取組みと課題②

・本事業に移⾏した場合、
今後は「専⾨部会」連携による事業を検討する

①内定者・新⼊社員に対する若年⼊職者研修の開催
（課題：技術者と技能者の共通する部分を模索）

②県内職業訓練施設でオーダーメイド型研修を開催
（課題：講師・研修⽣の確保）
③県外職業訓練施設の活⽤
（課題：県内で対応不可能時）

④⾼校⽣現場⾒学・実習、地域イベントで連携
（課題：広報⽅法、実習受⼊れ企業、部外団体）


